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川崎南部の地域の状況
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川崎南部 医療機能の状況
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 2040年には75歳以上人口が1.12倍、生産年齢人口が1.01倍となる
 現在の生産年齢人口で、高齢者の医療の需要増に対応する必要があり、効率化
を進めていく必要のある都市型の地域

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は、病床全体の約17％と、回復
期・慢性期の病床はひっ迫、急性期一般病床の割合が高い

 急性期一般では、R2年の全国の一般病床の平均在院日数である16.2日を超え
る医療機関が多数存在（次スライド資料）

 回復期リハビリテーション病棟が少なく、急性期後の受け皿となるリハビリ導入
に課題

 サブアキュート・ポストアキュート患者の連携先が少ないため、在宅復帰までのパ
スウェイの構築に課題

スクロールすると
他の機能の病床数も
確認可能

他院への転院が多い
施設が少ない
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川崎南部 医療機能の状況２ （川崎南部・北部の平均在院日数の比較(40日以内)）
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川崎南部 DPC病院の状況
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構想区域の視点
川崎南部は、大学病院本院群なし、DPC特定病院群1、DPC標準病院群が10病院、DPC以外（準備病院/出来高）が７病院で構成
傷病別の視点
肺の悪性腫瘍は８病院が実施、うちA病院が占有率43.5%、次いでB病院が20.4％、C病院が11.7％を占める
医療機関別の視点
医療機関毎の強みを持つ診療科や手術実施状況など、専門範囲と実際の症例数を可視化

※ DPCデータは石川B光一先生の公開データ(R1)から抜粋 https://public.tableau.com/app/profile/kbishikawa/viz/R01DPCmhlw/map

個々の医
療機関毎
に表示可
能
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川崎南部 医療従事者の状況（病床のある医療機関）
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 川崎南部は医療従事者のうち医師が15.6%を占めている、非常勤割合は13.9%
 看護師が53.1％と最も他の地域と比較し最も高い
 看護師は常勤3、877名、非常勤375名で非常勤割合は8.8％、准看護師常勤126名、非常勤65名
 作業療法士98名、理学療法士262名、言語聴覚士53名とリハビリスタッフは計5.2％と低い

資料３



川崎南部（川崎市） 直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
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 在支診および在支病が直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
 川崎市はR２からR６までは増加しているものの、伸び幅は大きくない

実数 人口１万人対
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参考）川崎南部（川崎市） 直近１年に在支診の療養を担当した合計診療患者数
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 川崎市の在支診の75歳以上千人当たり患者数は宮前区、幸区、川崎区で増加傾向
 最も患者数が少ない宮前区の103.5人と最も多い高津区347.5を比較すると3.4倍の差がある

(75歳人口千人対)

川崎市宮前区 川崎市幸区 川崎市高津区 川崎市川崎区 川崎市多摩区 川崎市中原区 川崎市麻生区

R2患者数(千人) 84.8 175.9 343.8 95.7 114.1 235.5 140.5

R3患者数(千人) 90.2 246.0 381.3 113.6 143.9 247.8 131.8

R4患者数(千人) 92.5 292.6 335.9 132.2 104.0 229.4 167.8

R5患者数(千人) 103.5 283.1 347.5 146.9 141.2 248.0 145.4
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川崎南部（川崎市） 直近１年に在宅療養を担当した患者のうち死亡者数（看取り）
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 R2に川崎市で在宅療養を行った患者のうち、死亡したのは3,865件、うち自宅での死亡は1,573件(39.8%)、自宅以外の施設
等での死亡が1,067件（27.6%）、医療機関での死亡は1,225件（31.7％）、うち連携医療機関での死亡は476件（12.3%）

 川崎南部における医療機関以外（自宅・施設等）での死亡はR2年の69.8%からR3年に75.6%まで上昇したが、以降は微増

他の年度の数値、人口対との切り替えが可能
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参考）川崎南部（川崎市） 在支診毎の合計患者数と医療機関以外での死亡割合の分布
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 死亡患者のうち医療機関以外（自宅・施設等）での死亡割合にはばらつきがある
 患者数の多い医療機関で医療機関以外（自宅・施設等）での死亡割合が低い在支診がある
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川崎南部の地域の状況
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 2040年も医療需要が増大する都市型の地域※

 一方、生産年齢人口はほぼ一定で増加しない※

 高度急性期機能は充実し医師数も多いが、急性期の休床が多く、回復期・慢性期が過少であり、施設数も少ない(P3)
 入院医療においては、地域の患者の年齢構成の変化に合わせた病床機能の転換が求められる(P3)（P5）
 急性期病棟に患者が滞留し、退院後の機能回復が遅れることにより、長期ケアの必要性が高まる可能性(P3)。急性期から在宅
までのスムーズな移行が行われず、機能が十分に回復していない患者が在宅や施設に移行すると、訪問介護・訪問看護など地
域の介護・医療サービスへの負荷が高まることが懸念される

 75歳人口あたりの在宅医療患者数（在支診）は神奈川県内でもっとも多く、在宅で慢性期の需要を支えている傾向(P7データ
より再集計)

 R2年からR5年にかけて、支援診１の医療機関数は横ばい、支援診3(33から31)、支援病医１(1から0)支援病３は減少(33か
ら31)した一方、支援診２が増加(19から26)増加していることが特徴的(P7データより再集計)

 在支診の患者では、施設により自宅・施設での看取り割合のばらつきが大きく、医療機関での死亡のうち、連携先医療機関での
死亡割合が高い医療機関と低い医療機関のばらつきがみられる(P10)。入院から在宅までの機能連携・情報共有が十分に機
能しているのか検討が必要

※人口関係データは神奈川県『神奈川県将来人口推計・将来世帯推計』による
※在宅医療関連データはtableauでは市別で表示していることから、一部構想区域別に再集計したデータを参考値として提示
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県央の地域の状況
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県央 医療機能の状況
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 2040年に向けて、総人口の減少が見られる地域。75歳以上人口が1.05倍、
生産年齢人口が0.86倍となるため、大幅に減少する生産年齢人口で、高齢者
の医療需要の増加に対応する必要がある。集約化と効率化の双方の達成が鍵

 R４年の回復期・慢性期の病床は病床全体の約44％であり、回復期リハビリ
テーション病棟は他の地域と比較し充実

 全ての病床機能で休床があり、急性期・慢性期ではその傾向が大きい、稼働率の
ばらつきも全ての機能で大きいが、一方で慢性期病床の在院日数は短く回転率
は高い

 高齢化の進展による傷病構造の変化から、急性期で継続的にニーズのある医療
を効率的に提供していく体制に集約化していく必要がある

 他院からの入院が多く、施設退院が多い
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県央 DPC病院の状況
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構想区域の視点
県央は、大学病院本院群なし、DPC特定病院群なし、DPC標準病院群が10病院、DPC以外（準備病院/出来高）が10病院で構成
傷病別の視点
肺の悪性腫瘍は、６病院が実施、うちA病院が占有率36.5%、次いでB病院が30.0％、C病院が17.9％を占める
医療機関別の視点
強みを持つ診療科や手術実施状況など、個々の医療機関の専門範囲と実際の症例数を可視化
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県央 医療従事者の状況（病床のある医療機関）
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 県央は医療従事者のうち医師が11.8%を占めている、非常勤割合は22.6%と高い
 看護師は47.8％と低め
 看護師は常勤3，115名、非常勤374名で非常勤割合は10.7％と高い、准看護師常勤142名、非常勤49名
 作業療法士217名、理学療法士567名、言語聴覚士94名とリハビリスタッフは計12.1％と多い
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県央（厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、愛川町、清川村） 直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
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 在支診および在支病が直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
 厚木市、大和市、海老名市、座間市では合計診療患者数が増加傾向（実数）、綾瀬市、愛川町では減少傾向にある
 人口１万人対も同様

実数 人口１万人対
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県央（厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、愛川町、清川村） 直近１年に在宅療養を担当した患者のうち
死亡者数（看取り）

16

 R2年に厚木市で在宅療養を行った患者のうち、死亡したのは334件、うち自宅での死亡は167件(50.0%)、自宅以外の施設等
での死亡が105件（31.4%）、医療機関での死亡は62件（18.6％）、うち連携医療機関での死亡は25件（7.5%）

 県央における医療機関以外（自宅・施設等）での死亡はR2年の70.8%からR４年に80.8%まで上昇した
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参考）県央（厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、愛川町） 自宅・施設での死亡割合（看取り）
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 在支診・在支病で在宅療養を担当し、死亡した患者のうち自宅・施設等で死亡の患者の割合（市区町村単位）
 自宅・施設等での看取りの割合が高い

愛甲郡愛川町 綾瀬市 海老名市 厚木市 座間市 大和市 総計

R2 80.0% 55.6% 75.2% 81.4% 69.8% 63.5% 70.8%

R3 80.0% 69.1% 71.1% 82.6% 80.2% 72.2% 76.2%

R4 90.5% 59.1% 74.1% 90.7% 82.0% 74.3% 80.8%

R5 73.1% 84.1% 70.8% 90.7% 78.6% 72.8% 79.1%
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県央の地域の状況

18

 総人口の減少及び生産年齢人口の減少が見られる地方型の地域※

 回復期・慢性期の病床割合が多く、治し・支える医療体制(P13)
 他の地域と比較し、施設退院が多い(P13)
 地域の急性期入院医療の症例数上位は、１位狭心症、２位白内障、３位肺炎等と高齢者に多い疾患にシフトしている(P14)
 医師の割合が低く、医師・看護師ともに非常勤割合が高いことから、将来的な医療従事者の確保は課題（P15）
 在支診２の患者数がＲ２からＲ５で増加(5，929から9,392)、支援診3が(3,164から3,211)に増加、在宅医療の提供は
支援診2が中心となっているのが特徴。支援病２では、R2から訪問看護も提供開始(P16データより再集計)

 75歳人口あたりの在宅医療患者数（支援診）は比較的低いが、上昇傾向にある(P16)
 在支診１では自宅・施設等での看取りの割合は高く、支援診３が低下傾向にあるため、原因の検討が必要(P16データより再
集計)

※人口関係データは神奈川県『神奈川県将来人口推計・将来世帯推計』による
※在宅医療関連データはtableauでは市別で表示していることから、一部構想区域別に再集計したデータを参考値として提示
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横浜の地域の状況
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横浜 医療機能の状況
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医療機関の入力ミス?

 2040年に向けて、75歳以上人口が1.09倍、生産年齢人口が0.87倍と
なる。大幅に減少する生産年齢人口で、高齢者の医療需要の増大に対応す
る必要がある。人口規模が大きいため、オーバーフローが起きたときの影
響が大きく、集約化および効率化が必須

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は、病床全体の約37％。
高度な入院機能を維持しつつ、急性期から回復期・慢性期への転換が急務

 急性期医療機関の休床が最も多く、稼働率の低い高度急性期・急性期病棟
も散見される(次ページ資料)。回復期・慢性期の稼働率は平均して高い

 医療機関数が多いことから、入院から在宅までのスムーズな地域連携は容
易ではないため、情報共有などのシステムの導入が求められる
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横浜 医療機能の状況２ 病棟稼働率抜粋
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横浜 医療従事者の状況（病床のある医療機関）
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 横浜は神奈川県全体と比較して、医療従事者のうち医師が15.2%を占めている、非常勤割合は13.4%
 看護師は50.2％とやや高め
 看護師は常勤16，832名、非常勤1，153名で非常勤割合は6.4％と低い、准看護師常勤436名、非常勤106名
 作業療法士907名、理学療法士1，823名、言語聴覚士366名とリハビリスタッフは計8.6％
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横浜 DPC病院の状況
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構想区域の視点
県西は、大学病院本院群1、DPC特定病院群7と多くの医療機関が存在
月間1000症例程度の入院を扱う病院が10病院あり、以降階段状に分布
傷病別の視点
肺の悪性腫瘍は、26病院が実施、うちA病院が占有率15.3%、次いでB病院が13.3％、C病院が9.4％、在院日数が短い傾向
医療機関別の視点
強みを持つ診療科や手術実施状況など、個々の医療機関の専門範囲と実際の症例数を可視化

スクロールすると
他の医療機関の状況も
確認可能
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横浜 直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
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 在支診および在支病が直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
 横浜市では合計診療患者数が急速に増加傾向（実数）
 人口１万人対も同様

実数 人口１万人対
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横浜 75歳以上人口千人あたり患者数（在支診）
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 横浜市の在支診の75歳以上千人当たり患者数は泉区を除き増加傾向
 最も患者数が少ない磯子区の8.7人と最も多い都筑区418.9を比較すると48.1倍の差がある
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横浜 直近１年に在宅療養を担当した患者のうち死亡者数（看取り）
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 R2年に横浜市で在宅療養を行った患者のうち、死亡したのは9，667件、うち自宅での死亡は4，243件(43.9%)、自宅以外の
施設等での死亡が2，788件（28.9%）、医療機関での死亡は2，636件（27.3％）、うち連携医療機関での死亡は1，188件
（12.3%）

 横浜における医療機関以外（自宅・施設等）での死亡はR2年の72.7%からR5年に78.8%まで上昇した
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横浜の地域の状況
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 2040年に向けて、75歳以上人口が1.09倍、生産年齢人口が0.87倍となる※

 大幅に減少する生産年齢人口で、高齢者の医療需要の増大に対応する必要がある。人口規模が大きいため、オーバーフローが
起きたときの影響が大きい※

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は、病床全体の約37％。高度急性期機能を維持しつつ、回復期・慢性期への転
換が急務。回復期・慢性期の稼働率は平均して高い(P2１)

 急性期医療機関の休床が最も多く、稼働率の低い高度急性期・急性期病棟も散見される(P2２)
 75歳人口あたりの在宅医療患者数（支援診）は中程度、増加傾向にある（P2５を再集計)。また区内の在支診の７５歳人口千人
あたり患者数に大きなばらつきがある（P2６）

 在支診の患者では、自宅・施設での死亡割合が低い比較的ハイボリュームの医療機関があるため、要因の検討が必要
 高度急性期から在宅医療まで、患者数も医療機関数も多いことが機能分化・地域連携の大きなボトルネックになっている。情報
共有を円滑に行えるシステムなどの支援策の検討が必要

※人口関係データは神奈川県『神奈川県将来人口推計・将来世帯推計』による
※在宅医療関連データはtableauでは市別で表示していることから、一部構想区域別に再集計したデータを参考値として提示
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川崎北部の地域の状況
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川崎北部 医療機能の状況

29

 2040年には75歳以上人口が1.13倍、生産年齢人口が0.93倍とな
る。医療需要は増加し、生産年齢人口は減少するため、現状の提供体制
を支える人員が減る中で医療の需要増に対応する必要がある

 R４年の病床全体の約27％が回復期・慢性期と、その割合は低く、急性
期への滞留や退院後の機能回復に影響を及ぼしている可能性がある

 急性期は許可病床と比較し稼働病床が少なく、休床している
 病床の稼働率は、回復期・慢性期が概ね90％以上であるが、急性期病床
の稼働率はばらつきが大きく稼働率が70％を切る病棟も多数

 将来を見据えて、慢性期の患者を、療養病床、施設、在宅のどこで受け入
れていくかについて検討が必要
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川崎北部 医療従事者の状況（病床のある医療機関）

30

 川崎北部は医療従事者のうち医師が19.6%を占めており神奈川県内で最も高い、非常勤割合は7.5%と低い
 全ての職種で非常勤割合は低く、常勤職員によって医療が提供されている
 看護師は常勤3、279名、非常勤183名で非常勤割合は5.3％と低く、准看護師常勤86名、非常勤31名
 作業療法士114名、理学療法士298名、言語聴覚士67名と計479名、リハビリスタッフは全体の6.7％を占める

資料３



川崎北部 DPC病院の状況

31

構想区域の視点
川崎北部は、大学病院本院群１、DPC特定病院群なし、DPC標準病院群が５病院、DPC以外（準備病院/出来高）が1病院で構成
傷病別の視点
肺の悪性腫瘍は、7病院が実施、うちA病院が占有率50.5%、次いでB病院が21.8％、C病院が17.3％を占める
医療機関別の視点
強みを持つ診療科や手術実施状況など、個々の医療機関の専門範囲と実際の症例数を可視化
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川崎北部の地域の状況

32

 2040年には75歳以上人口が1.13倍、生産年齢人口が0.93倍となる※

 医療需要は増加し、生産年齢人口は減少するため、現状の提供体制を支える人員が減る中で医療の需要増に対応する必要が
ある※

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は、病床全体の約27％と回復期・慢性期の割合は低い(P30)
 入院医療においては、地域の患者の年齢構成の変化に合わせた病床機能の転換が求められる(P30)（P32）
 全ての職種で非常勤割合は低く、他の地域と比較し医療スタッフは潤沢、人口動態の変化に備えてリハビリスタッフの充実が求
められる(P31)

(川崎南部から抜粋)
 75歳人口あたりの在宅医療患者数（在支診）は神奈川県内でもっとも多く、在宅で慢性期の需要を支えている傾向(P7データ
より再集計)

 R2年からR5年にかけて、支援診１の医療機関数は横ばい、支援診3(33から31)、支援病医１(1から0)支援病３は減少(33か
ら31)した一方、支援診２が増加(19から26)増加していることが特徴的(P7データより再集計)

 在支診の患者では、施設により自宅・施設での看取り割合のばらつきが大きく、医療機関での死亡のうち、連携先医療機関での
死亡割合が高い医療機関と低い医療機関のばらつきがみられる(P10)。入院から在宅までの機能連携・情報共有が十分に機
能しているのか検討が必要

※人口関係データは神奈川県『神奈川県将来人口推計・将来世帯推計』による
※在宅医療関連データはtableauでは市別で表示していることから、一部構想区域別に再集計したデータを参考値として提示
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相模原の地域の状況
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相模原 医療機能の状況

34

 2040年に向けて、総人口の減少が見られる。75歳以上人口が1.07倍、生産年
齢人口が0.85倍となる。大幅に減少する生産年齢人口で、高齢者の医療需要に
対応する必要がある。政令市であり人口が多いため、供給が不足した際の影響は
大きい

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は病床全体の約44％を占めて
いるものの、うち大半が療養病床のため、回復期の病床が過少。回復期へ移行す
べき患者が行き先を確保できておらず、ポストアキュート・サブアキュートの患者
の機能回復には懸念がある

 急性期のうち、病床稼働率が低い医療機関が多く、高い稼働率の病棟が少ない
 療養病床では回転率・稼働率ともに低い
 急性期以降、在宅も含めた連携強化が課題

資料３



相模原 医療従事者の状況（病床のある医療機関）

35

 相模原は神奈川県全体と比較して、医療従事者のうち医師が15.8%を占めている、非常勤割合は13.3%
 看護師は46.4％と最も低い
 看護師は常勤3，764名、非常勤333名で非常勤割合は8.1％、准看護師常勤316名、非常勤49名
 作業療法士122名、理学療法士253名、言語聴覚士46名とリハビリスタッフは計4.8％と低い
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相模原 DPC病院の状況

36

構想区域の視点
相模原は、大学病院本院群１、DPC特定病院群なし、DPC標準病院群が５病院、DPC以外（準備病院/出来高）が9病院で構成
月間1700症例程度の入院を扱う１病院があり、２つの病院が追随し、その他にわかれている
傷病別の視点
肺の悪性腫瘍は、７病院が実施、うちA病院が占有率63.0%、残りは10％以下
医療機関別の視点
強みを持つ診療科や手術実施状況など、個々の医療機関の専門範囲と実際の症例数を可視化
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相模原 直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
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 在支診および在支病が直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
 横浜市では合計診療患者数が急速に増加傾向（実数）
 人口１万人対も同様

実数 人口１万人対
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相模原 75歳以上人口千人あたり患者数（在支診）

38

 相模原市の在支診の75歳以上千人当たり患者数は全ての区で増加傾向だが、他の地域と比較すると低い
 中央区は経年で増加しR５年の患者数は93.1人、最も多い南区136.3人と比較すると1.5倍の差がある
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相模原 直近１年に在宅療養を担当した患者のうち死亡者数（看取り）
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 R2年に相模原市で在宅療養を行った患者のうち、死亡したのは1，341件、うち自宅での死亡は652件(48.6%)、自宅以外の施
設等での死亡が295件（21.2%）、医療機関での死亡は394件（29.4％）、うち連携医療機関での死亡は170件（12.7%）

 相模原における医療機関以外（自宅・施設等）での死亡はR2年の70.6%からR５年に78.8%まで上昇した
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相模原の地域の状況
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 2040年に向けて、総人口の減少が見られる。75歳以上人口が1.07倍、生産年齢人口が0.85倍となる※

 大幅に減少する生産年齢人口で、現在と変わらない高齢者の医療需要に対応する必要がある。政令市であるため、供給が不足
した際の影響は大きい※

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は、病床全体の約44％、慢性期のうち療養病床入院料を算定している病床が
他の地域と比較し多く、回復期の病床がかなり少なく、急性期以降の患者の機能回復の充実が求められる（P35）

 他の地域と比較し、常勤看護師割合が低く、准看護師が多い傾向、リハビリスタッフの充実に課題(P36)
 75歳人口あたりの在宅医療患者数（支援診）は低いが、上昇傾向にある(P39)
 支援診３では在宅・施設等での死亡割合は低く(R5で70.3%)、看取りの充実が課題。在支診の患者では、自宅・施設での死亡
割合が低い比較的ハイボリュームの医療機関があるため、要因の検討が必要（P40を再集計）

※人口関係データは神奈川県『神奈川県将来人口推計・将来世帯推計』による
※在宅医療関連データはtableauでは市別で表示していることから、一部構想区域別に再集計したデータを参考値として提示
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横須賀・三浦の地域の状況
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横須賀・三浦 医療機能の状況
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 2040年に向けて総人口の減少が大きい。75歳以上人口が0.92倍、生産年
齢人口が0.78倍となるため、高齢者も働き手も総数が減少する地方型の地
域。大幅に減少する生産年齢人口で、高齢者の医療を支える必要がある

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は、病床全体の約39％
 急性期、回復期、慢性期ともに休床が見られる、働き手の減少が見込まれるこ
とから、急性期における傷病ごとの患者推移を見ながら医療機関の集約化を
検討

 地域の高齢者割合が高いことから、予定外/救急医療入院の割合が高く、施
設への退院が多い。高齢者の在宅管理や急性期医療機関との連携が課題

医療機関の入力ミス?

資料３



横須賀・三浦 医療従事者の状況（病床のある医療機関）
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 横須賀・三浦は医療従事者のうち医師が15.2%を占めている、非常勤割合は13.4%
 看護師が46.9％と最も他の地域と比較し低い
 看護師は常勤3，115名、非常勤332名で非常勤割合は9.6％、准看護師常勤112名、非常勤22名
 作業療法士146名、理学療法士389名、言語聴覚士58名とリハビリスタッフは計8.1％
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横須賀・三浦 DPC病院の状況

44

構想区域の視点
横須賀・三浦は、大学病院本院群なし、DPC特定病院群２、DPC標準病院群が６病院、DPC以外（準備病院/出来高）が５病院で構成
月間1500症例程度の入院を扱う２病院、300-500症例が３病院、その他と分かれている
傷病別の視点
肺の悪性腫瘍は、５病院が実施、うちA病院が占有率44.1%、次いでB病院が23.7％、C病院が14.6％を占める
医療機関別の視点
強みを持つ診療科や手術実施状況など、個々の医療機関の専門範囲と実際の症例数を可視化
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横須賀・三浦（横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町） 直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数

45

 在支診および在支病が直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
 横須賀市、鎌倉市では合計患者数が増加、葉山町、逗子市、三浦市ではＲ６年で減少傾向にある

実数 人口１万人対
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横須賀・三浦（横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町） 直近１年に在宅療養を担当した患者
のうち死亡者数（看取り）

46

 R2年に横須賀市で在宅療養を行った患者のうち、死亡したのは1、622件、うち在宅での死亡は786件(48.5%)、自宅以外の施
設等での死亡が511件（31.5%）、医療機関での死亡は325件（20.0％）、うち連携医療機関での死亡は217件（13.4%）

 横須賀・三浦における医療機関以外（自宅・施設等）での死亡はR2年の78.7%からR3年に80.3%まで上昇したが、以降は微減

他の年度の数値、人口対との切り替えが可能
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横須賀・三浦の地域の状況

47

 2040年に向けて総人口の減少が大きい 75歳以上人口が0.92倍、生産年齢人口が0.78倍となる※

 大幅に減少する生産年齢人口で、高齢者の医療需要に対応する必要がある※

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は、病床全体の約39％、地域の病床のうち30%を占める高度急性期・急性期
の持続可能性が課題(P43)

 ほぼ同数の医療従事者数の県央と比較し、医師の割合が多い(P44)
 急性期の入院医療においては、月間の症例数で大きく３つの群にわかれる(P45）
 R2年からR5年にかけて、支援診１・2が増加、支援診3は減少、人口規模を鑑みると、他の地域と比較し、支援病３がR5で６施
設と比較的充実(P46データより再集計)

 75歳人口あたりの在宅医療患者数（在支診）は神奈川県内で比較的高いが、増加幅は少ない。１万人対患者数は地域でばらつ
きがみられる(P46)

 支援診では、自宅・施設等での死亡割合は比較的高い。在支診の患者では、施設により自宅・施設での看取り割合のばらつきが
少なく、自宅等でのお看取りがなされている傾向(P47,P47データより再集計)

※人口関係データは神奈川県『神奈川県将来人口推計・将来世帯推計』による
※在宅医療関連データはtableauでは市別で表示していることから、一部構想区域別に再集計したデータを参考値として提示
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湘南東部の地域の状況
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湘南東部 医療機能の状況
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 2040年に向けて、75歳以上人口が1.08倍、生産年齢人口が0.89倍とな
る。大幅に減少する生産年齢人口で、高齢者の医療需要の増加に対応する必
要がある

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は、病床全体の約40％、半
数以上が療養病棟であることから、回復期機能の充実が必要

 地域の病床のうち45%（58.5%?）を占める急性期の持続可能性は課題
 高度急性期病棟は病床稼働率が低下している病棟が多く、今後も低下が見
込まれる

 新規入棟した予定外/救急医療入院のうち、１病院で約30%を受け入れてお
り、近隣地域からの救急医療需要を受け入れている

医療機関の入力ミス?
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湘南東部 医療従事者の状況（病床のある医療機関）
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 湘南東部は医療従事者のうち医師が14.3%を占めている、非常勤割合は24.1%と高い
 看護師が49.4％と平均的
 看護師は常勤2，450名、非常勤336名で非常勤割合は12.1％と高い、准看護師常勤83名、非常勤25名
 作業療法士152名、理学療法士348名、言語聴覚士60名とリハビリスタッフは計10.0％
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湘南東部 DPC病院の状況

51

構想区域の視点
湘南東部は、大学病院本院群なし、DPC特定病院群なし、DPC標準病院群が５病院、DPC以外（準備病院/出来高）が9病院で構成
月間1000症例程度の入院を扱う１病院があり、以降階段状に症例数が分布
傷病別の視点
肺の悪性腫瘍は、７病院が実施、うちA病院が占有率32.5%、次いでB病院が27.0％、C病院が25.1％を占める
医療機関別の視点
強みを持つ診療科や手術実施状況など、個々の医療機関の専門範囲と実際の症例数を可視化
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湘南東部（藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町） 直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
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 在支診および在支病が直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
 藤沢市、茅ヶ崎市では合計診療患者数が増加傾向（実数）、寒川町では減少傾向にある
 人口１万人対も同様

実数 人口１万人対
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湘南東部（藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町） 直近１年に在宅療養を担当した患者のうち死亡者数
（看取り）
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 R2年に藤沢市で在宅療養を行った患者のうち、死亡したのは1、648件、うち自宅での死亡は468件(28.3%)、自宅以外の施設
等での死亡が656件（39.8%）、医療機関での死亡は524件（31.8％）、うち連携医療機関での死亡は227件（13.8%）

 湘南東部における医療機関以外（自宅・施設等）での死亡はR2年の69.2%からR3年に75.4%まで上昇したが、以降は顕著な増
加は無し
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湘南東部の地域の状況

54

 2040年に向けて、75歳以上人口が1.08倍、生産年齢人口が0.89倍となる※

 大幅に減少する生産年齢人口で、高齢者の医療需要の増加に対応する必要がある※

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は、病床全体の約30％、地域の病床のうち45%を占める急性期の持続可能
性が課題(P50)

 医師の非常勤割合は24.1%、看護師の非常勤割合は12.1％と、他の地域と比較し非常勤割合が現在でも高く、今後の医療従
事者の確保に課題(P51)

 75歳人口あたりの在宅医療患者数（支援診）は神奈川県内で比較的高く、増加傾向(P53より再集計)
 在支診３の患者数がＲ２からＲ５で減少(3,754から2,904)しているが、支援診２の増加(7,873から10,605)、支援病2の
増加(2,855から4,099)で補っている。支援診２の訪問看護が956から14,443と大幅に上昇した。支援病はいずれも訪問
看護は殆ど提供していない(P53より再集計)

 在支診の患者では、施設により自宅・施設での看取り割合のばらつきが少ないが、平均がやや低い傾向。死亡割合が低いハイボ
リュームの医療機関がある(P54より再集計)。医療機関での死亡のうち、連携先医療機関での死亡割合が高い医療機関と低い
医療機関のばらつきが見られる。連携が十分に機能しているか検討が必要

※人口関係データは神奈川県『神奈川県将来人口推計・将来世帯推計』による
※在宅医療関連データはtableauでは市別で表示していることから、一部構想区域別に再集計したデータを参考値として提示
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湘南西部の地域の状況
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湘南西部 医療機能の状況
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 2040年に向けて、総人口の減少が見られる。 75歳以上人口が1.04
倍、生産年齢人口が0.81倍となる。大幅に減少する生産年齢人口で、高
齢者の医療需要の増加に対応する必要があり、集約化しながら効率化を
進めていく必要がある

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は、病床全体の約
45％、慢性期のうち療養病床入院料を算定しているのが815床あり、サ
ブアキュート、ポストアキュートの連携が課題

 予定入院・院内転棟が多く、施設退院が少ない傾向
 高度急性期の病床稼働率の低下が見られる一方で、回復期は稼働率が高
い、一部慢性期病床は8割程度の稼働率の病床がある
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湘南西部 医療従事者の状況（病床のある医療機関）
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 湘南西部は神奈川県全体と比較して、医療従事者のうち医師が16.2%を占めている、非常勤割合は10.9%と低い
 看護師は49.5％と平均的
 看護師は常勤3，014名、非常勤247名で非常勤割合は7.6％と低い、准看護師常勤58名、非常勤21名
 作業療法士141名、理学療法士310名、言語聴覚士71名とリハビリスタッフは計8.0％
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湘南西部 DPC病院の状況
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構想区域の視点
湘南西部は、大学病院本院群１、DPC特定病院群なし、DPC標準病院群が５病院、DPC以外（準備病院/出来高）が２病院で構成
月間1500症例程度の入院を扱う１病院があり、３つに症例数が分布
傷病別の視点
肺の悪性腫瘍は、７病院が実施、うちA病院が占有率63.0%、残りは10％以下
医療機関別の視点
強みを持つ診療科や手術実施状況など、個々の医療機関の専門範囲と実際の症例数を可視化
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湘南西部（平塚市、秦野市、伊勢原市、大磯町、二宮町） 直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
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 在支診および在支病が直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
 平塚市、秦野市、大磯町では合計診療患者数が増加傾向（実数）、伊勢原市、二宮町では減少傾向にある
 人口１万人対も同様

実数 人口１万人対
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湘南西部（平塚市、秦野市、伊勢原市、大磯町、二宮町） 直近１年に在宅療養を担当した患者のうち死亡者数
（看取り）
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 R2年に平塚市で在宅療養を行った患者のうち、死亡したのは877件、うち自宅での死亡は316件(36.0%)、自宅以外の施設等
での死亡が297件（33.9%）、医療機関での死亡は264件（30.1％）、うち連携医療機関での死亡は68件（7.6%）

 湘南西部における医療機関以外（自宅・施設等）での死亡はR2年の75.7%からR3年に82.1%まで上昇したが、以降は減少傾向
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湘南西部の地域の状況
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 2040年に向けて、総人口の減少が見られる。 75歳以上人口が1.04倍、生産年齢人口が0.81倍となる※

 大幅に減少する生産年齢人口で、高齢者の医療需要の増加に対応する必要がある※

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は、病床全体の約45％、慢性期のうち療養病床入院料を算定しているのが
815床、回復期の稼働率が高く、急性期から在宅への復帰までの連携が求められる(P57)

 他の地域と比較し、比較的医療従事者の非常勤割合は低い(P58)
 急性期医療は医療機関毎のカラーが明確であり、機能分化が進んでいる(P59)
 75歳人口あたりの在宅医療患者数（支援診）はR４年より増加。神奈川県内で比較的高い(P60より再集計)
 支援診２、および３では、在宅・施設等での死亡割合は比較的高い
 在支診の患者では、施設により自宅・施設での看取り割合のばらつきが少ないが、比較的ボリュームの多い診療所でやや低い
傾向にあったため、その要因を検討したい

※人口関係データは神奈川県『神奈川県将来人口推計・将来世帯推計』による
※在宅医療関連データはtableauでは市別で表示していることから、一部構想区域別に再集計したデータを参考値として提示
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県西の地域の状況
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県西 医療機能の状況
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 2040年に向けて、総人口の大幅な減少が見られる。75歳以上人口が1
倍、生産年齢人口が0.76倍となるため、大幅に減少する生産年齢人口で、
現在とかわらない高齢者の医療需要に対応する必要がある。病床機能の集
約化および効率化の双方が求められる地域

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は、病床全体の約49％だ
が、うち療養病床入院料を算定している病床が大半を占めているため、患者
のリハビリ機会の損失や機能回復の遅れが懸念される

 急性期・回復期・慢性期で休床が発生しており、高度急性期、急性期では稼
働率が6割以下の病棟も少なくない

 予定入院が少なく、予定外/一般入院が多い

医療機関の入力ミス?
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県西 医療従事者の状況（病床のある医療機関）
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 県西は神奈川県全体と比較して、医療従事者のうち医師が11.8%を占めている、非常勤割合は24.4%と最も高い
 看護師は49.0％と平均的
 看護師は常勤1，570名、非常勤162名で非常勤割合は9.4％、准看護師常勤105名、非常勤30名
 作業療法士78名、理学療法士179名、言語聴覚士27名とリハビリスタッフは計8.1％
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県西 DPC病院の状況
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構想区域の視点
県西は、大学病院本院群なし、DPC特定病院群なし、DPC標準病院群が３病院、DPC以外（準備病院/出来高）が５病院で構成
月間700症例程度の入院を扱う１病院があり、以降階段状に分布
傷病別の視点
肺の悪性腫瘍は、４病院が実施、うちA病院が占有率66.2%、次いでB病院が27.2％
医療機関別の視点
強みを持つ診療科や手術実施状況など、個々の医療機関の専門範囲と実際の症例数を可視化
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県西(小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町) 直近１年に在宅療養を担当した
合計診療患者数
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 在支診および在支病が直近１年に在宅療養を担当した合計診療患者数
 小田原市では合計診療患者数が急速に増加傾向（実数）
 人口１万人対も同様

実数 人口１万人対
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県西(小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町) 直近１年に在宅療養を担当した
患者のうち死亡者数（看取り）
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 R2年に小田原市で在宅療養を行った患者のうち、死亡したのは442件、うち自宅での死亡は213件(48.2%)、自宅以外の施設
等での死亡が123件（27.8%）、医療機関での死亡は106件（24.0％）、うち連携医療機関での死亡は33件（7.5%）

 相模原における医療機関以外（自宅・施設等）での死亡はR2年の73.1%からR4年に80.8%まで上昇
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県西の地域の状況
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 2040年に向けて、総人口の大幅な減少が見られる。75歳以上人口が1倍、生産年齢人口が0.76倍となる※

 大幅に減少する生産年齢人口で、現在と変わらない高齢者の医療需要に対応する必要があり、病床機能の集約化および効率
化の双方が求められる地域※

 R４年の構想区域における回復期・慢性期の病床は、病床全体の約49％、慢性期のうち療養病床入院料を算定している病床が
他の地域と比較し多く、患者のリハビリ機会の損失や機能回復の遅れが懸念される(P6４)

 医師の非常勤割合は24.4%と県内で最も高く、将来的な雇用確保に課題(P6５)
 75歳人口あたりの在宅医療患者数（支援診）は比較的低いが、上昇傾向にある(P6７から再集計)
 在支診１は２病院だが、R5で956名の患者がいる。支援診２の患者数がＲ２からＲ５で増加(3,110から3,786)、支援診3が
(1,120から1,691)に増加、他の地域と比較すると支援診１および３の果たす役割が大きい（P6７を再集計）

 在支診の患者では、自宅・施設での死亡割合が低い比較的ハイボリュームの医療機関があるため、要因の検討が必要

※人口関係データは神奈川県『神奈川県将来人口推計・将来世帯推計』による
※在宅医療関連データはtableauでは市別で表示していることから、一部構想区域別に再集計したデータを参考値として提示
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